
令和７年度補正予算について
（⾼齢社会対策関係）

令和８年２⽉2５⽇

内閣府政策統括官（共⽣・共助担当）付
参事官（⾼齢社会対策担当）



○地域活力プラットフォーム構築調査の実施
多世代の参画の下、分野横断的に地域の課題解決に取り

組む仕組みを構築するため、以下の事項を中心として事業
を実施。

◆特に現役世代を念頭に、幅広い世代・属性の地域住民
の交流を促進するとともに、地域住民にとって地域社
会との接点として有機的に機能する拠点の形成

◆地域の課題と担い手との「モザイク型マッチング」を
はじめとするマッチングの仕組みの構築・運用

◆担い手の育成や地域課題の掘り起こしのためのワーク
ショップ等の人材育成等の取組

○全国展開に向けた調査研究の実施
有識者等と連携し、事業の進捗状況や成果、課題等を整

理・評価するとともに、地域類型ごとに、他の地域にも適
用可能な取組のフォーマットや留意点、その他有益な情報
等を報告書やマニュアル等により取りまとめ、公開。

○高齢化の進展等に伴い、地域を支える人材の高齢化や人手
不足が進む中で、地域社会を持続可能なものしていくため
には、幅広い世代から担い手を確保していく必要がある。

○平均寿命の延伸や高齢期の体力的な若返りを踏まえ、高齢
期における就業や社会活動等への意欲も高まっているが、
他方、地域の様々な活動への参加が難しい理由として、気
軽に参加できる活動が少ない、地域で行われている活動を
知らない、参加する時間がない等が挙げられており、こう
した課題を克服し、地域住民の社会参加活動を促進する仕
組みづくりが重要となっている。

○こうした観点から、幅広い世代の参画の下、多様な主体に
より地域社会の課題解決に取り組むための仕組み（プラッ
トフォーム）の構築に向けた実証事業を行う。

（注）こうしたプラットフォームの構築については、「経済財政運営と改
革の基本方針2025」や「地方創生2.0基本構想」にも明記

○高齢化がより一層進展（※）する中、地域社会における担い
手不足を早急に解消し、経済社会を持続可能なものとする
ためには、多世代参画の下、分野横断的な地域課題を解決
するための仕組みづくりに早期に着手することが必要。

（※）令和７年９月時点の推計で、総人口に占める65歳以上の方の割合は
29.4％と過去最高を記録（総務省統計局）

多世代参画による地域活力プラットフォーム構築調査事業
（内閣府政策統括官（共生・共助担当））

令和７年度補正予算額 0.７億円

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

○幅広い世代から担い手が確保され、地域社会の機能の維
持・向上が図られる。

○分野横断的な取組により、各地域における多様な主体の連
携が促進され、地域課題の解決が図られる。
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参考資料
（令和６年度補正予算事業）



（認定及び協⼒）

多世代参画による地域活⼒プラットフォーム構築調査事業

本事業の⽬的
地域社会の⾼齢化が進展する中で、地域課題の解決に向けて、現役世代を含む幅広い世代の住⺠の地域活動への参画を促進する
仕組み（マッチングのためのプラットフォーム）を構築する実証事業を通じて、効果や課題を検証し、全国展開を図る。

スキーム 市区町村 事業実施地域
（計５地域）

1地域当たり上限︓1千万円

【必須実施事項】
①現役世代も念頭に置きつつ、幅広い世代・属性の住⺠の交流促進や地域
との接点として有機的に機能する拠点の形成

②地域が必要とする活動と住⺠との「マッチング」の仕組みの構築・実施
【選択実施事項】
◇担い⼿育成や地域課題の掘り起こし・細分化のためのワークショップ等の実施
◇デジタル技術等を活⽤した効果的なマッチングの仕組みの構築
◇地域で活動するNPO等の情報発信の⽀援、⼀元的⾒える化
◇デジタル技術を活⽤した集まる空間の形成
◇課題解決に向けた複数分野にまたがる団体間調整の仕組みの構築
◇地域独⾃の取組との連携

国
（内閣府） 受託事業者（複数の事業者等によるコンソーシアムも可）委託（企画競争⼊札）

背景
「多様で複合化した社会課題に対応していくため、幅広い世代の参画の下、地方公共団体、大学等、企業・団体、NPO、地
域住民等の多様な主体の連携により、地域社会の課題解決に取り組むためのプラットフォームの構築や活用の促進を図る。
その一環として、幅広い世代から地域社会の担い手を確保するため、地域の仕事や社会活動、学習機会等の情報を一元的
に把握でき、それぞれの働き方のニーズや状況に応じて個々の業務・作業等を分担して行うモザイク型のジョブマッチン
グを含め、多様な活躍の機会が提供される仕組みの構築を図る」 （高齢社会対策大綱（令和６年９月13日閣議決定）抜粋）
※地域活動に参加しない理由として、「気軽に参加できる活動が少ない」「時間的余裕がない」「どのような活動が⾏われているか情報がない」など。（厚労省「令和４年度少子高齢社会等調査検討事業」）
※すでに様々な施策分野において拠点・プラットフォームの形成、⼈材育成等の取組があるものの、「地域社会」全体を俯瞰し、世代・分野横断的に地域社会の担い⼿を直接確保・拡⼤しようとする仕組みがない。

①と②の相乗効果
により地域課題の
解決に向けた枠組
みを構築



採択団体と取組概要

認定自治体事業名団体名

東京都
板橋区

「ジョブボラ」モデルによる地域活動マッチング：社会参加消極層をも取り込む仕
組みの構築

地方独立行政法人
東京都健康長寿医療センター1

神奈川県
横浜市

個・孤の時代のライフデザインと多世代参画の地域活力推進プラットフォームの
構築

一般社団法人
横浜イノベーション推進機構2

兵庫県
神戸市

都市型多層ごちゃまぜプラットフォーム（PF）調査事業
特定非営利活動法人
コミュニティ・サポートセンター神戸3

熊本県
熊本市

熊本市 多世代おたがいさまネットワーク構築
特定非営利活動法人
介護予防で日本を元気にする会4

宮崎県
三股町

地域における装置的な場づくり事業
社会福祉法人
三股町社会福祉協議会5


